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異 口同音(ばめめ°御託(赳》を並べる

同 ヤ】◇皆の意見が一致すること。同じことを日をそろえて言うこと。
曝 句同音Jと きくのは謀り。

【御干[を並べる】◇あれこれと自分勝手なことや文句を言い散らかすことっ

「御託Jは 1御託富(ごt(せⅢ)Jの 略で 神 のお告げの意。転じ

て f V A そうなことを言うこと。

今年の 2月議会 (第4回定例会)は例年より早く 11月27日に,8会されました。理

:いは 人 事院が国家公務tlの給与等に関し9年ぷりにプラスの勧告をしたことにより、

市職Rの給与等を増額改定するためてす。12月の期末手当が■005月となりますも竹
サJ職 (市長や品J市長年)、 9級職員や議員は今回見送られ、平成20年度から実施され、

平成的年砲月 匝 ま貢FIB

報貝としては増加される38780円 が見送られたことになります。

今議会では12月10Πに一般質問を行い 5つ の項目を質問する予

定です。姓非佐贈におHlてください。また イ ンターネットでも生

中継をしておりますのでアクセスてみてください。

今号は9月 議会の質問を増載 します。

① リバースモゲージ制度の早期導入を

リバースモゲージilr/とは 「高齢者等が持ち家を担保に、自治体や金融

機関から生rr資金の融資を受け、死亡 したltr合に、担保となっていた不動

産を売却して、借り入れ金を‐店返済するシステムのこと」です、音通の

住宅融資は、家を取告するために倍り入れして毎サJ退済しますが、この全

く21/のチレです。

船橋市での生活保護空は年々増加1し、今年度の予算は

103億円 となっています。病気や子り('ウトさいのに離婿

し、すぐにlllきたくても助けない等の様々なJP晴により、
Ⅲ ■ 活保護を受けている人も少なくありません。
/Fs正な方法で受裕している人は論外ですが、不動産を

Ⅲ
 所 有していても生rr保護資を受給できることの疑問点を
す
 過 去に指摘 してきました。住宅。―ンを返済中の人は、

『活きていることわざ』
船橋市議会議員

子申 EE壕 雲 今((品 だひちたい)議会報告

・駒 擁
1

女い して楽 じめま

ローン返済に生活保護資の一部を充てぎるを件なくなり、それは 「資産の



形成Jと なるので受給資るは認められないが ロ ーン支払いが終了してい

たり不IrJ産に抵当権が設定していない場合は、生活困難であれば受給でき

るという、理解しがたいことが現実にあるのです。

そこで、このリバースモゲージ“」度を導入すれば、

処分可能な居住用の不動産を所有する人への保護費

受給は、不公平感もなくなる。一亥1も早くこのリバ
ースモゲージ制度を導入することに、多くの市民は

「異日同音』ではないか、と担当部の見解を卸きまし
― 柄祉サービス部長の答弁―

全国知事会や全国市長会から は 護受裕者に対して何の援助もしなかった☆養義
務者が 保 護受給者の死亡時に家屋 土 地を相様するような現状1よ、t■会的公平の

観京かヽら国民の型解が得られないため 賛 産活用を徹底すべきであるJと 指摘され
てきているところです。

(説明 :生活保護を受ける人は、頼族 (衣装義務者)が いる場合には そ の襲族の
「接助 協 力Jを 碓認しますが、援助 協 力をしない場合にのみ保護輩受
給がされます。援助 協 力もしない親族が 本 人が死亡したら相続を主張
し出来てしまう と いうこと1=国民の撃 が得られるものではないから
不動産を所有している受給希望者はその資産を有効に活用すべきである)

このような甘最を受け 「要保護世帯向け長期生活支援資金制度Jお 創ヽ設され、評
価額がほね 500万円以上の居住用不動産を有する0強以上の高齢者世帯等で、当該
貸付金の利用が可能な者については、貸付金を生活保護に優先させ ntlけ の利用

期間中には生活保護の適用を行わないとします。

貸付け手続き開始は本年10月からと困いています。なお 本 市の対象者は16名を

予定しています。

②福41L事業者の弱みに付け込む指定割杢機関

市内の介護サービス事業者に、千葉県健康福祉部か

ら「介護サービスの公表行」度による調査を行う」との

実内が届きました。

そこには 「各事業者が、情報公表に伴う調査を年 1

回受けることは、介離保険法に基づく法定義務となり、

調査割町1件 4万 円、公表手数料 1■9300円の手数本十

をご負担戴さますJと ,御託を3LべてJ書 いてあります。

その調査をする機関とは、様々な法人で18の民間会社なのです。

調査を受けるものが、調査費用という名目の2人分の人件費や調査姿社

の費用まで負担させられ、あまつさえ そ の事業者の評価を公表されるこ

とにその費用まで負担させるという、この4J度ほ 「天

下り先」を作ったものとしか考えられません。

「こんなけJ度は再考すべきであるJと 、強く千葉県

に具申してもらいたい、と多くの事業者を代弁して要r作
天下 りfA
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望しました。 (以下次号)


